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第6回政府・連合トップ会談報告
　連合は6月10日（金）17時45分より、首相官邸にて政府とトップ会談を行った。連合からは、古賀会長、徳永会長代行、西原副会長、南雲事務局長、山本・團野副事務局長らが出席し、政府からは菅首相、枝野官房長官、細川厚労大臣、海江田経産大臣、玄葉国家戦略担当大臣、中野特命大臣らが、民主党から藤村幹事長代理らが出席した。
　冒頭、古賀会長は、「今回は連合の政策を政府や党の施策に反映していただく為に開催している。3/11に発生した大震災に復旧・復興に全力を挙げなければならない状況で、政府・与党の全面的なご努力に敬意を表したい。しかし、政治は様々な課題を抱えており、現下の状況について率直に憂慮を感じざるを得ない。政府は当面の政治的課題の解決に全力を挙げ、その上で総理の思いを党全体で共有し、実現させることで、前へ進んで行くことが重要だ」などとあいさつした。
　菅首相からは「震災発生から3ヶ月が経ち、復旧・復興に向けて、政府は全力を挙げている。連合のみなさんにもいろいろな形でご努力を頂き、心から感謝している。また、社会保障と税の一体改革、国家公務員制度改革基本法案については連合の意見も踏まえて進めていく。雇用情勢は依然厳しい、復旧・復興から経済の成長に導き、雇用状況の改善につなげていきたい」とのあいさつを受けた。
　その後、西原副会長より、「政策・制度　要求と提言」、「2012年度連合重点政策」、「新21世紀社会保障ビジョン」、「第3次税制改革基本大綱」についての概要説明、南雲事務局長から、当面の重要課題として、［1］積極的雇用政策の推進、［2］復興構想・実行体制の早期確立、［3］原子力災害に対する地域住民への補償スキームの確立、［4］原発内外で働く労働者の放射能被爆防止、［5］「社会保障と税の一体改革」の実行、［6］公務員制度改革などについて提起を行い、意見交換を行なった。
政府からのコメント（要点）
○震災関連
「日本経済を回復させ、それによって雇用を維持することが大切という認識に立っている。これから本格復旧に向け、提案された点についてもしっかり活かしていきたい。また、電力の供給制限によって企業が立ち行かなくなり、雇用が失われることのないよう、電力供給確保に努めていきたい」
○被災地の雇用
「政府は「日本は1つ仕事プロジェクト」を推進している。①復旧作業などの重点分野雇用創造事業の拡充による雇用創出、②被災者を雇い入れた企業への助成拡充や給付金、③雇用調整助成金の確保、雇用保険の延長といったことを行ってきた。また、被災地で建設機材の操作など必要と思われる職業訓練をして頂きながら就職してもらう。」
○原発内外で働く労働者について
「放射線管理と健康管理を徹底する。厚生労働省の中に、現地の労働局と連携し、原発作業員の健康対策室を設置した。作業員の健康被害・健康管理はしっかり行っていく。現地にも、基準監督署などが入り、改善命令を出している。被爆量オーバーが続くようであれば、手続きとして改善命令では収まらない。」
○公務員制度改革
「法案同時成立に向け、政府として全力を挙げる。消防職員の団結権についても憲法28条の労働基本権は公務員にも同じように適用されるのは当然であるという前提に立っている。総務省とも連携し、公務員制度改革全体の整合性をとる。」
「党としても、国会の側でそれを受けて全力投球したい。」（補足参照）
○社会保障、税制について
「連合の意見を、党の調査会に反映させながら、最終的にまとめたい。」
○成長戦略について
「マニフェストの検証・見直しを行いたい。ＮＰＯ税制など民主党ならではの政策もあるが、その達成度などを確認した上で、与野党協力を行う上で必要な部分は見直しを行う。また、グリーンイノベーションについても方向性を示したい。」
　最後に、古賀会長は「①雇用政策と産業政策を連動させながら雇用をつくり出すこと、②原子力災害に対する賠償のスキームを早期に確立すること、③公務員制度改革は給与特例法と労働基本権付与の同時成立が労使合意の前提であること、の3点を特に強調したい」と述べ、これに対し菅首相は「重要な課題ばかりであるが、しっかりと対応して参りたい」と応えて、会談を終えた。
【公務員制度改革について（補足）】
政府は6月3日、国家公務員制度改革関連四法案と国家公務員の給与を減額する国家公務員給与の臨時特例に関する法律案等を閣議決定した。連合は、これに対し事務局長談話で基本的な見解を表明した。これを踏まえ、6月10日、トップ会談に先立ち17時5分から、南雲事務局長、山本副事務局長が枝野官房長官、片山総務大臣、中野公務員制度改革担当大臣に対し「公務員制度改革及び関連法案の扱い」についての申し入れを行った。
　その場において、官房長官から、政府公式見解として①「消防職員に団結権を付与する」、②「国家公務員制度改革関連四法案と国家公務員の給与を減額する国家公務員給与の臨時特例に関する法律案等の扱いについては一体不可分であることが労使合意の前提であることから、政府与党一体となって、全力でその実現を図る」、③「人件費引き下げについては合意通り地方公務員には波及させない」との見解が示された。同席した大臣からもそれぞれ実現に向けた強い意志が表明された。
　トップ会談においては、菅総理も冒頭挨拶でこの問題に触れ、意見交換の中で南雲事務局長が、上記申し入れの結果について紹介し、官房長官、中野大臣がこれに応じた。会談締めくくりにおいて古賀会長からも重ねて合意の履行を求めた。
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